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担当課 項目名

【総務部】

財産経営課
本庁舎等管理費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交
付金）

… 1

【人権政策局】

人権推進課
生活困窮等包括的支援事業費（新型コロナウイルス感染症対応地
方創生臨時交付金）

… 2

人権推進課
フードサポート事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨
時交付金）

… 2

【危機管理部】

危機管理課
防災備蓄事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交
付金）

… 3

【企画推進部】

政策企画課
シティセールス推進事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創
生臨時交付金）

… 4

政策企画課
環境大学運営費交付金（授業料減免制度分）（新型コロナウイルス
感染症対応地方創生臨時交付金）

… 4

政策企画課
市内学生支援事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨
時交付金）

… 5

政策企画課
ふるさと鳥取市・県外学生支援事業費（新型コロナウイルス感染症
対応地方創生臨時交付金）

… 5

秘書課 市政広報費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金） … 6

情報政策課
超高速情報通信基盤整備事業費（新型コロナウイルス感染症対応
地方創生臨時交付金）

… 6

【市民生活部】

地域振興課
オンライン移住相談事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創
生臨時交付金）

… 7

地域振興課
新市域振興推進事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生
臨時交付金）

… 7

協働推進課
地区公民館感染症対策事業費（新型コロナウイルス感染症対応地
方創生臨時交付金）

… 8

市民課
スマート窓口システム構築事業費（新型コロナウイルス感染症対応
地方創生臨時交付金）

… 8

【福祉部】

長寿社会課
在宅介護予防事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨
時交付金）

… 9

障がい福祉課
障害福祉サービス事業所等支援事業費（新型コロナウイルス感染
症対策）

… 9

令和２年度７月臨時補正予算（案）

事業別概要目次　（一般会計）

ページ



担当課 項目名 ページ

【健康こども部】

こども家庭課
児童館感染症緊急包括支援事業費（新型コロナウイルス感染症対
策）

… 10

こども家庭課
ひとり親世帯臨時特別給付金給付事業費（新型コロナウイルス感
染症対策）

… 10

こども家庭課
新生児みらい応援特別給付金事業費（新型コロナウイルス感染症
対応地方創生臨時交付金）

… 11

こども家庭課
保育園等感染症緊急包括支援事業費（新型コロナウイルス感染症
対策）

… 11

こども家庭課 幼稚園緊急環境整備事業費（新型コロナウイルス感染症対策） … 12

【鳥取市保健所】

健康・子育て推進課
集団健診等感染症対応事業費（新型コロナウイルス感染症対応地
方創生臨時交付金）

… 13

【経済観光部】

経済・雇用戦略課
新型コロナウイルス拡大防止支援金（新型コロナウイルス感染症対
応地方創生臨時交付金）

… 14

経済・雇用戦略課
関西情報発信拠点推進事業費（新型コロナウイルス感染症対応地
方創生臨時交付金）

… 14

経済・雇用戦略課
コロナ克服商店等Ｖ字回復セール支援事業費（新型コロナウイルス
感染症対応地方創生臨時交付金）

… 15

経済・雇用戦略課
インターネットショップ事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方
創生臨時交付金）

… 15

経済・雇用戦略課
飲食店緊急応援キャンペーン事業費（新型コロナウイルス感染症対
応地方創生臨時交付金）

… 16

経済・雇用戦略課
公設地方卸売市場事業費特別会計へ繰出（新型コロナウイルス感
染症対応地方創生臨時交付金）

… 16

企業立地・支援課
雇用維持・創出支援事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方
創生臨時交付金）

… 17

企業立地・支援課
企業立地促進補助金（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨
時交付金）

… 17

観光・ジオパーク推進課
国内観光客周遊促進事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方
創生臨時交付金）

… 18

観光・ジオパーク推進課
砂の美術館Ｖ字回復推進事業費（新型コロナウイルス感染症対応
地方創生臨時交付金）

… 18

観光・ジオパーク推進課
観光産業育成支援事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創
生臨時交付金）

… 19

【農林水産部】

農政企画課
農業経営ジャンプアップ事業費（新型コロナウイルス感染症対応地
方創生臨時交付金）

… 20

農政企画課
若者応援農の雇用支援事業費（新型コロナウイルス感染症対応地
方創生臨時交付金）

… 20

林務水産課
林業経営ジャンプアップ事業費（新型コロナウイルス感染症対応地
方創生臨時交付金）

… 21



担当課 項目名 ページ

林務水産課
漁業経営ジャンプアップ事業費（新型コロナウイルス感染症対応地
方創生臨時交付金）

… 21

林務水産課 単独災害復旧費 … 22

農村整備課 補助災害復旧費 … 22

農村整備課 単独災害復旧費 … 23

【都市整備部】

交通政策課
路線バス運行継続緊急支援事業費（新型コロナウイルス感染症対
応地方創生臨時交付金）

… 24

交通政策課
公共交通利用促進支援事業費（新型コロナウイルス感染症対応地
方創生臨時交付金）

… 24

都市環境課
健康器具系施設整備事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方
創生臨時交付金）

… 25

道路課
インフラ維持管理プラットフォーム構築事業費（新型コロナウイルス
感染症対応地方創生臨時交付金）

… 25

道路課 単独災害復旧費 … 26

【教育委員会】

教育総務課
学校施設環境整備事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創
生臨時交付金）

… 27

学校教育課 放課後児童対策事業費（新型コロナウイルス感染症対策） … 27

学校教育課
児童生徒こころのサポート事業費（新型コロナウイルス感染症対応
地方創生臨時交付金）

… 28

学校教育課
修学旅行の計画変更に伴う支援事業費（新型コロナウイルス感染
症対応地方創生臨時交付金）

… 28

学校教育課 放課後子ども教室推進事業費（新型コロナウイルス感染症対策） … 29

学校保健給食課
衛生管理費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付
金）

… 29

学校保健給食課
給食センター熱中症対策整備費（新型コロナウイルス感染症対応
地方創生臨時交付金）

… 30

生涯学習・スポーツ課
安全・安心な環境づくり事業費（さじアストロパーク）（新型コロナウイ
ルス感染症対応地方創生臨時交付金）

… 30

生涯学習・スポーツ課
スポーツイベント再開支援事業費（新型コロナウイルス感染症対応
地方創生臨時交付金）

… 31

生涯学習・スポーツ課
ガイナーレ鳥取Ｇｏ！Ｇｏ！Ｇｏ！応援事業費（新型コロナウイルス
感染症対応地方創生臨時交付金）

… 31

文化財課
安全・安心な環境づく事業費（文化財・博物館等施設）（新型コロナ
ウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）

… 32

【各種委員会】

市議会事務局 調査研究費 … 33









（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 2,620 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 2,620 0 

総務管理費

目 財産管理費

補正前額 3,281 

要求額 2,620 

総務部長段階査定額 2,620 

一般会計 【問合せ先】財産政策第一係 0857-30-8131

【１０次総の施策体系】5501

【事業の経過及び背景】
　新型コロナウイルス感染症については、都市部を中心に緊急事態宣言解除後も感染者
が確認されており、引き続き、感染症予防の対策が求められている。

【事業の目的及び効果】
　国の新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用し、「新しい生活様
式」のもとで、庁舎等における３密対策を実施し、ソーシャルディスタンス確保策等を
継続して行うことで、来庁者に安全・安心な利用環境を提供する。

【事業の内容】
　・来庁者用のアルコール消毒液スタンドの増設
　・窓口用ベルトパーテーションスクリーンの設置
　・ソーシャルディスタンス確保用床シートの購入（貸出用含む）
　・会議室等貸出用非接触型体温計の購入
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 2,620 0 

総００１ 項　　目　　名 本庁舎等管理費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）

予算書項目 庁舎管理費 ページ 19 所　　属　　名

総務部 
財産経営課年度 R2

-1-



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

人００１ 項　　目　　名 生活困窮等包括的支援事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）

予算書項目 地域共生社会推進・生活困窮等包括的支援事業費 ページ 23 所　　属　　名

総務部人権政策局 
人権推進課年度 R2

一般会計 【問合せ先】中央人権福祉センター 0857-24-8241 
 
【１０次総の施策体系】1304 

【事業の経過及び背景】
　新型コロナウイルスの対策が長期間となることが見込まれるなか、生活に困窮される
方の相談数が増加している。
 
【事業の目的及び効果】 
　生活保護に至る前の段階の自立強化を図るため生活困窮者(就労の状況、心身の状
況、地域社会との関係性その他の事情により、現に経済的に困窮し、最低限度の生活を
維持することができなくなるおそれのある者)に対する措置として、自立相談支援事
業、住居確保給付金の支給、家計改善支援事業、就労準備支援事業、学習支援事業を行
う。 
 
【事業の内容】 
  生活困窮者への支援の強化のため、相談支援体制の環境整備や感染症対策といった自
立相談支援体制の強化を図る。 
（１）相談ブースの整備 （５ブース）
（２）相談支援ツール（Wi-Fi環境）の整備

　○生活困窮者自立支援新規相談件数
　　平成31年　３月 16件、４月 16件、５月 22件
　　令和２年　３月 13件、４月 74件、５月 97件
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　
 
　
 
　
 
　
 

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 3,401 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 3,401 0 

社会福祉費

目 人権交流プラザ管理費

補正前額 16,499 

要求額 3,433 

総務部長段階査定額 3,401 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 3,401 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

人００２ 項　　目　　名 フードサポート事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）

予算書項目 フードサポート事業費 ページ 23 所　　属　　名

総務部人権政策局 
人権推進課年度 R2

一般会計 【問合せ先】中央人権福祉センター 0857-24-8241
 
【１０次総の施策体系】1401

【事業の経過及び背景】
 　新型コロナウイルス感染症の影響により、今後も不安定な雇用状況等により生活困窮
者が増加し、支援を必要とする件数が増えるものと見込まれる。
 
【事業の目的】 
　新型コロナウイルス感染症拡大に伴う収入減等により緊急的かつ一時的に生計の維持
が困難となった者への生活に必要な食料等の提供、及び地域食堂の運営に必要な食材等
の提供をしている。 
　本市の生活困窮者支援を強化するため、本事業を充実する必要がある。 
 
【事業の内容】 
　鳥取市地域食堂ネットワークが行う、「食品ロス削減」などの観点から食品を提供い
ただ ける法人等の拡大と、フードドライブへの市民の協力を促す活動の強化を支援し、
提供された食品等の効率的かつ効果的な活用を図る。 
　・人件費　２人（職員１人、アルバイト１人） 
　・備品購入費　食料保管棚、食料在庫管理ソフト等 

 （参考）フードサポート事業令和２年実施状況
　・生活困窮世帯　264世帯
　・生活に困窮する大学生　192人
　
 
　
 
　
 
　
 
　

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 2,370 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 2,370 0 

社会福祉費

目 人権交流プラザ管理費

補正前額 0 

要求額 2,857 

総務部長段階査定額 2,370 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 2,370 その他 0 

行財政改革課処理欄

-2-



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

危００１ 項　　目　　名 防災備蓄事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）

予算書項目 防災備蓄事業費 ページ 21 所　　属　　名

危機管理部 
危機管理課年度 R2

一般会計 【問合せ先】危機対策係 0857-30-8033 
 
【１０次総の施策体系】4101 
 
【事業の経過及び背景】 
　災害発生時に避難所を開設した際の感染拡大防止対策をより一層強化するとともに、
高 温による熱中症予防対策も同時に取り組む必要がある。 
 
【事業の目的及び効果】 
　指定避難所３０か所及び指定避難所が設定されていない４２地区の各１か所、計７２
か所の避難所に、扇風機、発電機等を整備することで、避難所内の効果的な換気が可能
とな り、感染拡大防止、熱中症予防を図る。また、各支所等へ必要物資の事前配備を行
う ことと併せ、備蓄倉庫内の当該資材を含めた感染拡大防止物資を搬出しやすいよう適
正な配置とすることで 、災害発生時の安全かつ速やかな物資輸送体制の整備を目指す。 
 
【事業の内容】 
　（１）各避難所における換気、熱中症対策に必要な器材の調達 　３２，８１８千円
　　・大型扇風機　　２８８台（４台×７２避難所）
　　・ドラムコード　２８８個（４個×７２避難所）
　　・発電機　　　　　７２基（１基×７２避難所）
　　・ガソリン携行缶　７２缶（１缶×７２避難所）
　（２）備蓄倉庫の管理用機材の調達、備蓄品の配置換作業及び支所配送のための費用 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３，０２３千円

【今後の取り組み】 
　気温が高くなる夏季を迎えることから早急な確保を目指し調達を行っていくととも
に、備蓄倉庫の適正配置及び物資配送等を実施する。
 
　
 
　
 
　

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 35,841 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 35,841 0 

総務管理費

目 諸費

補正前額 16,370 

要求額 35,841 

総務部長段階査定額 35,841 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 35,841 その他 0 

行財政改革課処理欄

-3-



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 3,399 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 3,399 0 

総務管理費

目 企画費

補正前額 0 

要求額 3,784 

総務部長段階査定額 3,399 

一般会計 【問合せ先】広域連携係 0857-30-8013 

【１０次総の施策体系】2202
 
【事業の経過及び背景】 
　本市は、岩美町、若桜町、智頭町、八頭町、香美町、新温泉町との経済・生活圏を一
体とした「麒麟のまち」圏域を形成している。
　一方で、新型コロナウイルスの影響で、県外ナンバーの車両に対する嫌がらせが発生
しており、この防止と、圏域の一体感を高め、来訪者を歓迎する体制を整えていく必要
がある。 
 
【事業の目的及び効果】 
　麒麟のまち圏域におけるパートナーシップの醸成、新たな交流が始まる中での嫌がら
せの防止と、来訪者を歓迎するためのおもてなしの心のＰＲを目的として、車両用ス
テッカーや除菌シート・手指消毒用アルコールを作成し活用いただくことで、「因幡・
但馬麒麟のまち連携中枢都市圏」のエリアプロモーションを図る。
 
【事業の内容】 
　〇麒麟のまちパートナー車両用ステッカー（1,600枚）作成費 　　４９５千円
　　鳥取市・圏域各町において希望者に配布 
　〇麒麟のまちPRウェットティッシュ作成費 　　　　　　　　　　 ９９０千円
　　市内道の駅3カ所（各2,000個）に配布 
　〇手指消毒用アルコール（1,500個）作成費 　　　　　　　　１，９１４千円
　　市内飲食店（プレミアム付飲食券協力店を中心）に配布 
　　　　　　　　　　 
　
 
　
 
　
 
　
 

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 3,399 0 

企００１ 項　　目　　名 シティセールス推進事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）

予算書項目 総合企画費 ページ 19 所　　属　　名

企画推進部 
政策企画課年度 R2

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 12,340 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 12,340 0 

総務管理費

目 企画費

補正前額 0 

要求額 12,340 

総務部長段階査定額 12,340 

一般会計 【問合せ先】企画調整係 0857-30-8012 
 
【１０次総の施策体系】1102 
 
【事業の経過及び背景】 
　新型コロナウイルス感染症の影響によって経済的に困難な状況にある学生に対し、支
援 が必要な状況となっている。 
 
【事業の目的及び効果】 
　新型コロナウイルス感染症拡大による影響で、経済的に困難な状況に陥っている学生
を 支援するため、公立鳥取環境大学が独自に設ける減免制度に必要な経費について運営
費交 付金を支給する。 
 
【事業の内容】 
　公立鳥取環境大学が独自に設ける減免制度 
　○対象者 
　　令和２年度在校生（新入生含む）で新型コロナウイルス感染症の影響により授業料
　　の支払いが困難になる者のうち、高等教育の修学支援新制度等の授業料減免対象者
　（ただし、全額免除の対象者は除く。）、若しくは、学生支援緊急給付金給付事業の
　　支給対象者。 
 
　○減免額 
　　授業料の1/3に相当する金額 
 
　○予算額　 
　　１２，３４０千円 
　　事業費　２４，６８０千円（市：1/2　12,340千円、県：1/2　12,340千円）
 
　
 
　
 
　

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 12,340 0 

企００２ 項　　目　　名 環境大学運営費交付金（授業料減免制度分）（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）

予算書項目 公立大学法人運営事業費 ページ 19 所　　属　　名

企画推進部 
政策企画課年度 R2
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 16,000 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 16,000 0 

総務管理費

目 企画費

補正前額 0 

要求額 16,000 

総務部長段階査定額 16,000 

一般会計 【問合せ先】企画調整係 0857-30-8012

【１０次総の施策体系】1102

【事業の経過及び背景】
　新型コロナウイルス感染症の拡大は、アルバイトや実家の収入の減少等により、大学
等に通う学生の生活に大きな影響を及ぼしている。

【事業の目的及び効果】
　本市の大学及び専門学校が、新型コロナウイルス感染症の影響に対し実施する取組に
要する経費を交付することで、新型コロナウイルス感染症の影響を受けている学生を支
援する。

【事業の内容】
　○対象
　　市内に所在する大学及び専門学校

　○対象事業
　　・大学等が学生を臨時的に直接雇用する事業
　　（対面授業における３密回避のサポート、遠隔授業アシスタント等）

　　・学内で実施する感染防止対策及び環境整備事業
　　（感染防止のためのアクリル板、パーテーション、消毒液の設置等）

　○事業費　16,000千円
　　・大学等が学生を臨時的に直接雇用する経費　8,000千円
　　・学内で実施する感染防止対策及び環境整備に要する経費　8,000千円

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 16,000 0 

企００３ 項　　目　　名

予算書項目 高等教育機関在学生支援事業費 ページ

市内学生支援事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）

19 所　　属　　名

企画推進部 
政策企画課年度 R2

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

企００４ 項　　目　　名 ふるさと鳥取市・県外学生支援事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）

予算書項目 高等教育機関在学生支援事業費 ページ 19 所　　属　　名

企画推進部 
政策企画課年度 R2

一般会計 【問合せ先】企画調整係 0857-30-8012

【１０次総の施策体系】1102

【事業の経過及び背景】
　新型コロナウイルス感染症の拡大は、アルバイトや実家の収入の減少等により、大学
等に通う学生の生活に大きな影響を及ぼしている。

【事業の目的及び効果】
　本市から県外へ進学した学生に対し、米や農産物、加工品等を詰め合わせた「トット
リ―氏からのがんばる出身学生応援便」を提供することで、県外で学生生活を送る本市
出身の学生を支援するとともに、本市への愛着の醸成につなげることを目的とする。ま
た、市内の農産物等を用いることで、地場産業の活発化を図る。

【事業の内容】
  ○対象者
　　保護者が本市に住所を有し、鳥取県外の学校（大学・大学院、短期大学、専修学校
　等）に在学している学生。

　○事業内容
　　対象者1人につき、5,000円相当の「トットリ―氏からのがんばる出身学生応援便」
　を２回に分けて送付する。

　〇事業費　24,000千円
　　・5,000円×2,000人×2回＝20,000千円
　　・事務委託費　4,000千円

　※市議会事務局「調査研究費」の減額分を財源として活用。

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 14,000 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 24,000 0 

総務管理費

目 企画費

補正前額 0 

要求額 24,000 

総務部長段階査定額 24,000 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 10,000 諸収入 0 

計 24,000 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 886 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 886 0 

総務管理費

目 文書広報費

補正前額 10,928 

要求額 886 

総務部長段階査定額 886 

一般会計 【問合せ先】広報室 0857-30-8008 

【１０次総の施策体系】5101

【事業の経過及び背景】 
　新型コロナウイルス感染症について、根拠のない風評による誹謗中傷も発生する中
で、 市としての対応や支援策などの信頼できる情報を適切に発信することが求められて
いる。 
 
【事業の目的及び効果】 
　情報の伝達力が強いメディアの特性を生かしながら、新型コロナウイルス感染症に関
す る情報や市の方針・施策について効果的に情報提供を行っていくことで、市民生活の
安全・安心を確保する。 
　また、「新しい生活様式」が提唱される中で、その市民生活への定着 を促進すること
を目的に、既存の広報資源（地下道広告枠、本庁舎タペストリー掲示枠、PRキャラク
ター）を活用した効 果的な啓発を目指す。 
 
【事業の内容】 
（１）サイネージ広告・・・・・地下道広告、庁内タペストリーによる掲示 
（２）啓発用グッズ・・・・・・新生活様式啓発用グッズ
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 886 0 

企００５ 項　　目　　名 市政広報費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）

予算書項目 市政広報費 ページ 19 所　　属　　名

企画推進部 
秘書課年度 R2

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 290,100 0 

その他 0 0 

一般財源 184 諸収入 0 

計 2,173,352 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 2,173,352 0 

総務管理費

目 企画費

補正前額 0 

要求額 2,173,352 

総務部長段階査定額 2,173,352 

一般会計 【問合せ先】情報政策係 0857-30-8026

【１０次総の施策体系】5401

【事業の経過及び背景】
　情報通信網は、近年の情報化社会において、市民生活に必要不可欠な社会基盤の一つ
となる中で、「ウィズコロナ」「アフターコロナ」に対応する社会生活においては、テ
レワークやオンライン授業などICTの活用に超高速情報通信網が必要となるが、整備の
遅れている地域があるため、
情報格差が生じており、格差是正に向けた取り組みが求められている。

【事業の目的及び効果】
　目的：本市が所有する有線テレビジョン放送施設の老朽化及び高速化対応のため超高
        速通信網の整備（FTTH化※）を行う。
　効果：超高速情報通信基盤の整備に伴う、情報情報化の推進及び地域格差の是正
        ５Ｇなどによる高速・大容量の無線通信環境を実現するための基盤整備

【事業の内容】
　有線テレビジョン放送網のFTTH化
　・対象範囲：ＣＡＴＶ公設民営エリアの中の光化未整備地域
　・エリア　：鳥取地域：明治、東郷
　　　　　　　東部地域：国府、福部
　　　　　　　南部地域：河原、用瀬、佐治
　　　　　　　西部地域：気高、鹿野、青谷
　・整備内容：伝送路設備の光ファイバ化、局舎、局舎内設備

　※FTTH化：各家庭まで光ファイバによる通信網を整備すること。
　
　
　

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 1,883,068 0 

企００６ 項　　目　　名 超高速情報通信基盤整備事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）

予算書項目 有線テレビジョン放送施設管理費 ページ 19 所　　属　　名

企画推進部 
情報政策課年度 R2
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

市００１ 項　　目　　名 オンライン移住相談事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）

予算書項目 総合企画費 ページ 19 所　　属　　名

市民生活部 
地域振興課年度 R2

一般会計 【問合せ先】移住定住促進係 0857-30-8173 

【１０次総の施策体系】3201 

【事業の経過及び背景】 
　新型コロナウイルス感染症の影響により、都道府県をまたいだ不要不急の移動が制限
されたことや、３密を避けるために首都圏や関西圏で開催される相談会が全て中止と
なった ことで移住の相談件数が昨年比で半減した。さらに緊急事態宣言が解除された後
も「新し い生活様式」の導入により、依然としてイベント開催や移動が自粛される傾向
にある中、移住希望者の相談機会が奪われている状況にある。 

【事業の目的及び効果】 
　オンライン移住相談（オンライン会議システムの活用）の環境を整備し、本市を移住
候 補地の一つとしてイメージしていただくためのＰＲツール、移住を実行するために必
要な 「住まい・仕事・子育て」を確認いただくための支援ツールとして、場所を問わず
に全国 の移住希望者に活用いただくことで、移住者の獲得に繋がることが期待される。 

【事業の内容】 
　・オンライン移住相談に要する設備の整備 
　・本市のＰＲ・見学用動画・静止画等の情報蓄積 
　・オンライン移住相談の運用（他機関、地域団体、先輩移住者等との連携） 
　・オンライン移住相談オープンキャンペーンの実施
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 1,110 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,110 0 

総務管理費

目 企画費

補正前額 0 

要求額 1,180 

総務部長段階査定額 1,110 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 1,110 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

市００２ 項　　目　　名 新市域振興推進事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）

予算書項目 地域振興対策費 ページ 19 所　　属　　名

市民生活部 
地域振興課年度 R2

一般会計 【問合せ先】振興係 0857-30-8172 
 
【１０次総の施策体系】3201 
 
【事業の経過及び背景】 
　新型コロナウイルス感染症の影響により地域振興の取り組みが停滞しており、アフ
ター コロナを見据え、速やかに活性化に向かえるような取り組みを行うことが必要と
なってい る。 
 
【事業の目的】 
　大規模周遊自転車イベント（1000人規模）において、「新しい生活様式」に配慮した
開 催に向けた取り組みを支援することにより、県内外へ本市の魅力を発信し、もって本
市の 地域振興・観光振興につなげることを目的とする。 
 
【事業の内容】 
  ・大規模周遊自転車イベントリスタート支援補助金
　　周遊自転車イベントのコース走行動画を作成してインターネット上で情報発信を行
　い、 鳥取市をはじめ麒麟のまち圏域の地域資源や観光資源等のＰＲを行う。 
 　　　 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 1,000 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,000 0 

総務管理費

目 企画費

補正前額 0 

要求額 1,000 

総務部長段階査定額 1,000 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 1,000 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

市００３ 項　　目　　名 地区公民館感染症対策事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）

予算書項目 地区公民館運営費 ページ 29 所　　属　　名

市民生活部 
協働推進課年度 R2

一般会計 【問合せ先】地区公民館係 0857-30-8178 
 
【１０次総合の施策体系】3101 
 
【事業の経過及び背景】 
　本市の地区公民館は、コミュニティ活動及び生涯学習の拠点施設、災害時の避難所と
し て住民に最も身近な公共施設であるが、新型コロナウイルス感染症の影響を受け、コ
ミュニティ活動の停滞が危惧される。

【事業の目的及び効果】 
　地区公民館における感染予防策を講じることで、住民が安全・安心に施設を利用でき
る環境を確保し、コミュニティ活動の維持を図る。 
 
【事業の内容】 
　地区公民館における新型コロナウイルス感染症の感染予防策の取り組みを実施する。 
　
　・来館者の手指の消毒及び館内の消毒の徹底 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 3,875 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 3,875 0 

社会教育費

目 公民館費

補正前額 1,629 

要求額 4,061 

総務部長段階査定額 3,875 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 3,875 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

市００４ 項　　目　　名 スマート窓口システム構築事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）

予算書項目 スマート窓口システム構築事業費 ページ 21 所　　属　　名

市民生活部 
市民課年度 R2

一般会計 【問合せ先】庶務係 0857-30-8191 
 
【１０次総の施策体系】 5201
 
【事業の経過及び背景】
　新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、「書かない」「待たない」窓口を構築す
ることによって来庁者の滞在時間を減らし、混雑緩和を図ることが求められている。

【事業の目的及び効果】 
　窓口業務を支援するためのシステムを導入・改修することにより、来庁者の窓口滞在
時間を削減することができる。併せて住民異動に伴う他部署の手続きを円滑に進めるこ
とができる。
 
【事業の内容】 
　・タブレットを活用した住民異動届の電子入力やＯＣＲ・スキャンによる情報の取り
　 込み 機能などを用いたスマート窓口システムを導入する。 
　・総合窓口支援システムを改修し、システムから出力される申請書（住所、氏名など
   があ らかじめ印字された申請書）の種類を追加する。 
　・本人確認書類の写しを取る場合などに利用するプリンターを導入する。
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 39,732 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 39,732 0 

戸籍住民基本台帳費

目 戸籍住民基本台帳費

補正前額 0 

要求額 39,732 

総務部長段階査定額 39,732 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 39,732 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 4,832 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 4,832 0 

社会福祉費

目 老人福祉費

補正前額 6,353 

要求額 5,149 

総務部長段階査定額 4,832 

一般会計 【問合せ先】地域包括ケア推進係 0857-30-8213 

【１０次総の施策体系】1301 

【事業の経過及び背景】 
　新型コロナウイルス感染症の感染予防のための外出自粛に伴い、身体機能、認知機能
の 低下等によるフレイル状態に陥る高齢者の増加が危惧されている。 
 
【事業の目的及び効果】 
　新型コロナウイルス感染症の第２波、第３波に備えるとともに、外出が困難となる
様々な感染症を想定し て介護サービスを利用していない高齢者を対象に自宅を訪問し、
自宅で取り組める運動指 導やチェックリストを活用した身体状況のモニタリングを行う
仕組みの構築を図る。 
 
【事業の内容】 
　・概ね月１回利用者宅を訪問（事業は、１人あたり３カ月間を想定） 
　・訪問時にタブレットを持参し、ICTを活用したチェックリストシステムで対象者の
　 身体状況等をその場で確認 
　・チェックリストの結果に応じた在宅で可能な運動の指導 
　・翌月、再度訪問し実施確認及び健康チェックをすることにより身体状況等の変化を
　 確認（一人あたり20～30分）　　　　　　　 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 4,832 0 

福００１ 項　　目　　名 在宅介護予防事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）

予算書項目 在宅介護予防事業費 ページ 21 所　　属　　名

福祉部 
長寿社会課年度 R2

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 37,800 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 37,800 0 

社会福祉費

目 障害者自立支援事業費

補正前額 0 

要求額 37,800 

総務部長段階査定額 37,800 

一般会計 【問合せ先】障がい者福祉係 0857-30-8217

【１０次総の施策体系】1303

【事業の経過及び背景】
　新型コロナウイルス感染拡大防止に係る緊急事態宣言が解除され、徐々に日常生活を
取り戻しつつあるが、社会経済活動の回復はこれからであり、就労継続支援事業所への
発注の回復を図る必要がある。

【事業の目的及び効果】
　国の２次補正に呼応し、生産活動収入が減少している就労継続支援事業所に対し、生
産活動の存続を下支えするために必要な経費を支援する。
　
【事業の内容】
  １.令和２年１月以降、生産活動収入が前年同月比で５０％以上減少した月又は連続
　　する３カ月の生産活動収入が前年同期比で３０％以上減少した期間がある事業所
    が、再起に向けて支出した費用に対し最大５０万円を補助する。

  　　５０万円×６３事業所＝３，１５０万円（負担割合：国１０/１０）

  ２.１の支援を行ってもなお生産活動収入が不足する事業所に対し、最大１０万円を
　　補助する。

  　　１０万円×６３事業所＝６３０万円（負担割合：県１０/１０）
 
　
 
　
 
　
 
　
 

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 37,800 0 

福００２ 項　　目　　名 障害福祉サービス事業所等支援事業費（新型コロナウイルス感染症対策）

予算書項目 障害福祉サービス事業所等支援事業費 ページ 21 所　　属　　名

福祉部 
障がい福祉課年度 R2
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健００１ 項　　目　　名 児童館感染症緊急包括支援事業費（新型コロナウイルス感染症対策）

予算書項目 児童館運営費 ページ 23 所　　属　　名

健康こども部 
こども家庭課年度 R2

一般会計 【問合せ先】管理企画係 0857-30-8236 

【１０次総の施策体系】1201 

【事業の経過及び背景】 
　新型コロナウイルスの感染拡大が続くなか、4月16日に全国に特別措置法に基づく緊
急事態宣言が宣言された（鳥取県は5月14日解除）。国では緊急経済対策を盛り込んだ
第1次補 正予算が4月30日に成立し、次いで第2次補正予算が6月12日に成立した。 

【事業の目的及び効果】 
　市内の児童館における利用者、職員等の新型コロナウイルス感染防止を図り、安全・
安心な活動環境を確保する。 

【事業の内容】 
　児童館（12館）の衛生用品等購入：6,000千円（1カ所あたり500千円）

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 6,000 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 6,000 0 

児童福祉費

目 児童福祉総務費

補正前額 0 

要求額 6,000 

総務部長段階査定額 6,000 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 6,000 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健００２ 項　　目　　名 ひとり親世帯臨時特別給付金給付事業費（新型コロナウイルス感染症対策）

予算書項目 ひとり親世帯臨時特別給付金給付事業費 ページ 23 所　　属　　名

健康こども部 
こども家庭課年度 R2

一般会計 【問合せ先】育成係 0857-30-8239 
 
【１０次総の施策体系】1201 
 
【事業の経過及び背景】 
　新型コロナウイルスの感染拡大が続くなか、4月16日に全国に特別措置法に基づく緊
急事態宣言が宣言された（鳥取県は5月14日解除）。国では緊急経済対策を盛り込んだ
第1次補正予算が4月30日に成立し、次いでひとり親世帯に対する支援の内容が含まれた
第2次補正予算が6月12日に成立した。 
 
【事業の目的及び効果】 
　新型コロナウイルス感染症の影響により、子育てと仕事を一人で担うひとり親世帯に
ついては、子育てに対する負担の増加や収入の減少などにより、特に大きな困難が心身
等に 生じていることを踏まえ、こうした世帯を支援するため、臨時特別給付金を給付す
る。 
 
【事業の内容】 
　ひとり親世帯であって、下記①～③に該当する世帯に給付金を支給する。
　①令和２年６月分の児童扶養手当を受給している世帯
　②公的年金給付等を受けていることで児童扶養手当を受給していない世帯
　③新型コロナウイルス感染症の影響を受けて家計が急変し、直近の収入が児童扶養手
　　当の対象となる水準に下が った世帯

　○児童扶養手当受給世帯等への給付：152,630千円 (2,353世帯)
　　　上記の①②③　１世帯５万円　第２子以降１人につき３万円 

　○収入が減少した児童扶養手当受給世帯等への給付：80,650千円(1,613世帯) 
　　　上記の①②　1世帯５万円

　○案内チラシ印刷、発送等の事務費：9,037千円

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 242,317 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 242,317 0 

児童福祉費

目 児童福祉総務費

補正前額 0 

要求額 242,317 

総務部長段階査定額 242,317 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 242,317 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健００３ 項　　目　　名 新生児みらい応援特別給付金事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）

予算書項目 新生児みらい応援特別給付金事業費 ページ 23 所　　属　　名

健康こども部 
こども家庭課年度 R2

一般会計 【問合せ先】育成係 0857-30-8239 
 
【１０次総の施策体系】1201 
 
【事業の経過及び背景】 
　新型コロナウイルスの感染拡大が続くなか、国では緊急経済対策として、令和2年4月
27日を基準日として「特別定額給付金」が実施された。また、地方公共団体が地域の実
情に 応じて事業実施できる「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」も創
設され 、令和2年6月12日に成立した国の第2次補正予算では、この交付金の更なる拡充
が成された。 
 
【事業の目的及び効果】 
　新型コロナウイルス感染症対策として実施される国の「特別定額給付金」の支給対象
とならない令和2年4月28日以降に生まれた子どもに対し、給付金を支給することで、新
生児 の未来への子育てを応援する。 
 
【事業の内容】 
　以下の要件を満たす方に特別給付金として、新生児1人につき10万円を給付する。 
　①令和2年4月28日から令和3年3月31日までに生まれた子どもの親（世帯） 
　②申請日時点で、申請者と対象となる子どもの住民登録が鳥取市にあること 
　※出生届の提出は鳥取市外でも可

　○給付金：135,000千円(新生児1,350人分)
　○事務費：　1,533千円(申請書印刷等事務費)

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 136,533 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 136,533 0 

児童福祉費

目 児童福祉総務費

補正前額 0 

要求額 136,533 

総務部長段階査定額 136,533 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 136,533 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健００４ 項　　目　　名 保育園等感染症緊急包括支援事業費（新型コロナウイルス感染症対策）

予算書項目 保育園等感染症緊急包括支援事業費 ページ 23 所　　属　　名

健康こども部 
こども家庭課年度 R2

一般会計 【問合せ先】管理企画係 0857-30-8236 

【１０次総の施策体系】1201 

【事業の経過及び背景】 
　新型コロナウイルスの感染拡大が続くなか、4月16日に全国に特別措置法に基づく緊
急事態宣言が宣言された（鳥取県は5月14日解除）。国では緊急経済対策を盛り込んだ
第1次補正予算が4月30日に成立し、次いで第2次補正予算が6月12日に成立した。 

【事業の目的及び効果】 
　市内の児童福祉施設における利用者、職員等の新型コロナウイルス感染防止を図り、
安全・安心な保育環境を確保する。 

【事業の内容】 
保育園等（94カ所）の衛生用品等購入、補助 （1カ所あたり500千円）

・市立施設（31カ所）の衛生用品、備品等の購入　15,500千円
　保育園　　　　　　　　　22園
　地域子育て支援センター　 9カ所

・民間施設（63カ所）の衛生用品等の購入費補助　31,500千円
　保育園　　　　　　　　　21園
　認定こども園　　　　　 　7園
　地域型保育事業所　　　　11園
　認可外保育施設　　　　　20園
　地域子育て支援センター 　4カ所

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 47,000 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 47,000 0 

児童福祉費

目 保育所費

補正前額 0 

要求額 47,000 

総務部長段階査定額 47,000 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 47,000 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健００５ 項　　目　　名 幼稚園緊急環境整備事業費（新型コロナウイルス感染症対策）

予算書項目 管理事務費等 ページ 31 所　　属　　名

健康こども部 
こども家庭課年度 R2

一般会計 【問合せ先】管理企画係 0857-30-8236 
 
【１０次総の施策体系】1201 
 
【事業の経過及び背景】 
　新型コロナウイルスの感染拡大が続くなか、4月16日に全国に特別措置法に基づく緊
急事態宣言が宣言された（鳥取県は5月14日解除）。国では緊急経済対策を盛り込んだ
第1次補正予算が4月30日に成立し、次いで第2次補正予算が6月12日に成立した。
 
【事業の目的及び効果】 
　市立幼稚園の園児、職員等の新型コロナウイルス感染防止を図り、安全・安心な教育
環境を確保する。 
 
【事業の内容】 
　市立幼稚園（３カ所）の衛生用品、感染対策備品等購入：1,500千円 
　（１カ所あたり500千円）

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 1,500 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,500 0 

幼稚園費

目 幼稚園管理費

補正前額 0 

要求額 1,500 

総務部長段階査定額 1,500 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 1,500 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健保００１ 項　　目　　名 集団健診等感染症対応事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）

予算書項目 健康増進事業費 ページ 25 所　　属　　名

健康こども部鳥取市保健所 
健康・子育て推進課年度 R2

一般会計 【問合せ先】健診推進室 0857-20-0320 

【１０次総の施策体系】1301 

【事業の経過及び背景】
　新型コロナウイルスの感染拡大が続くなか、4月16日に全国に特別措置法に基づく緊
急事態宣言が宣言された（鳥取県は5月14日解除）。国では緊急経済対策を盛り込んだ
第1次補正予算が4月30日に成立し、次いで第2次補正予算が6月12日に成立した。

【事業の目的及び効果】 
　健康増進法に基づき各種健康診査を実施し、健康意識の高揚、生活習慣改善・疾病の
早 期発見・早期治療を図る。 

【事業の内容】 
　７月から開始される集団健診の会場での感染防止を図るため、スタッフ用のフェイス
シールドや、密室とな る駅南庁舎用の除菌器具等を整備する。

  フェイスシールド　200枚×　　370円×1.1＝ 82千円
　消毒薬（詰替用）　 20本×　6,500円×1.1＝143千円
　除菌器具　　　　　　3台×118,000円×1.1＝390千円　　　　 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　

款 衛生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 615 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 615 0 

保健衛生費

目 健康対策費

補正前額 0 

要求額 615 

総務部長段階査定額 615 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 615 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

経００１ 項　　目　　名 新型コロナウイルス拡大防止支援金（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）

予算書項目 地域経済活性化促進事業費 ページ 27 所　　属　　名

経済観光部 
経済・雇用戦略課年度 R2

一般会計 【問合せ先】地域経済係 0857-30-8282 
 
【１０次総の施策体系】1301 
 
【事業の経過及び背景】 
　新型コロナウイルス感染症については、都市部を中心に緊急事態宣言解除後も感染者
が確認されており、本市でも７月２日に３例目の患者が確認されたところである。　 
 
【事業の目的及び効果】
　市の「新型コロナウイルス感染症患者の行動歴による店舗・施設等公表基準」による
協力依頼に応じていただく事業者に対し支援金を支給することで、新型コロナウイルス
感染の拡大防止を図る。また、本市が行う新型コロナウイルス感染拡大防止の取り組み
に関する誤った情報が広まり、経営に影響を受けた事業者に対しても同様に支援する。
 
【事業の内容】 
　市の「新型コロナウイルス感染症患者の行動歴による店舗・施設等公表基準」による
協力依頼に応じて、店舗名や施設名、事業所名（個人を除く）の公表等に協力いただい
た事業者等に対して、支援金３０万円を支給するもの。
　３０万円×１０件 
　　　　　　　　　　　　　 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　

款 商工費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 3,000 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 3,000 0 

商工費

目 商工業振興費

補正前額 3,000 

要求額 3,000 

総務部長段階査定額 3,000 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 3,000 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

経００２ 項　　目　　名 関西情報発信拠点推進事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）

予算書項目 地域経済活性化促進事業費 ページ 27 所　　属　　名

経済観光部 
経済・雇用戦略課年度 R2

一般会計 【問合せ先】市場開拓係 0857-30-8283 
 
【１０次総の施策体系】2202 
 
【事業の経過及び背景】
　平成２９年度より、主要商圏である関西圏において、麒麟のまち圏域１市６町（鳥取
県：鳥取市・岩美町・若桜町・智頭町・八頭町、兵庫県：香美町・新温泉町）のブラン
ド化を推進するため「麒麟のまち関西情報発信拠点」（大阪中之島）を整備・運営し、
圏域の広域的な連携により、交流人口の増加、移住促進、地元産品の販路拡大を図って
いる。
　本施設は、新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、休業等の営業自粛を余儀な
くされ、来館者、売上等が落ち込んでいる。

【事業の目的及び効果】
　広域的な連携により、交流人口の増加、移住定住の促進、地元産品の販路拡大を図
る。

【事業の内容】
　麒麟のまち関西情報発信拠点において圏域産品の販売促進を行い、新型コロナ感染症
により休業を余儀なくされた拠点の売上向上、落ち込んだ関西圏での販売促進を行う。
　委託先：地域商社とっとり
　・鳥取市の地酒・食材をふるまうキャンペーンの実施　　　　　１，６５０千円
　・店内ディスプレイ等でのＰＲ動画の新規作成など　　　　　　１，０００千円
　・ＥＣサイト（とっとり市）との連動・ＨＰなどの機能追加　　２，０７０千円
　・現地広告媒体でのＰＲ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９００千円
　・諸経費・消費税　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１，１８０千円
　　※４月７日（火）１９：００より休業（飲食・物産とも）
　　　６月１日（月）再開（土日祝休業・時間短縮等あり）

　　　令和２年３月期　土日祝休業（フェスティバルホールイベント中止）
　　　　・来館者数　　３，２４４　人（前年同期６，０９８　人）
　　　　・全体売上　　３，５８３千円（前年同期７，２３６千円）

款 商工費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 6,800 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 6,800 0 

商工費

目 商工業振興費

補正前額 0 

要求額 6,800 

総務部長段階査定額 6,800 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 6,800 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

経００３ 項　　目　　名 コロナ克服商店等Ｖ字回復セール支援事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）

予算書項目 地域経済活性化促進事業費 ページ 27 所　　属　　名

経済観光部 
経済・雇用戦略課年度 R2

一般会計 【問合せ先】地域経済係 0857-30-8282 
 
【１０次総の施策体系】2103 
 
【事業の経過及び背景】
　飲食業をはじめ、小売業や卸売業など新型コロナウイルス感染症拡大による影響が出
てきており、地域経済が低迷している。
　商店街や複数の商店グループ等が共同で売上回復のために取り組む事業を応援するこ
とで、消費の喚起につなげ地域経済の回復とともに活性化を図る。

【事業の目的及び効果】
　商店街組合等が売上回復のために共同で行うキャンペーンや割引セールについて、割
引額を含む経費の一部を支援することで、消費を喚起し、地域経済の活性化を図る。

【事業の内容】
　・売上げを大幅回復するための割引セールや割引キャンペーンなどに対し、その割引
　　額を支援します。
　・商店街組合、商店グループなどが共同・連携して行い、地域を盛り上げる独自の取
　　り組みに対して支援します。
　対象者：商店街組合、商店グループなど複数社で販売促進事業に取り組むもの
　対象経費：売り上げ回復のための割引販売促進事業にかかる経費
　　　　　　・割引額
　　　　　　・広告宣伝費
　　　　　　・印刷製本費　など
　補助率：3/4（上限：2,000千円）
　対象期間：令和2年8月～11月

款 商工費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 40,000 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 40,000 0 

商工費

目 商工業振興費

補正前額 0 

要求額 40,000 

総務部長段階査定額 40,000 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 40,000 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

経００４ 項　　目　　名 インターネットショップ事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）

予算書項目 物産振興事業費 ページ 27 所　　属　　名

経済観光部 
経済・雇用戦略課年度 R2

一般会計 【問合せ先】市場開拓係 0857-30-8283 
 
【１０次総の施策体系】2103、2104 
 
【事業の経過及び背景】
　新型コロナ感染症対策により、「とっとり市」に参加している事業者においても、実
際に対人販売を行っている店舗においては売上が減少している。このため、対人販売で
はないインターネットによる販売に、販路拡大の支援を求める声が大きい。
　また「とっとり市」は、個人情報流出を伴う情報事故により、令和２年４月末から同
サイトを停止しており、サイトの再構築・第三者機関の検査等を経て、同年７月下旬よ
り、店舗ページを含み全面再開を予定している。

【事業の目的及び効果】
　インターネットによる販路の拡大・開拓を促進することにより、物産振興および産業
振興を進める。

【事業の内容】
　委託先：鳥取市観光コンベンション協会
　　※「とっとり市」カスタマーセンターを運営
　（１）３０％の商品価格オフのクーポン券を発行　　５，８０３千円
　（２）送料無料キャンペーンの実施　　　　　　　　３，１８７千円
　（３）キャンペーンに関する広告宣伝費　　　　　　　　６０５千円
　（４）上記に要する諸経費・消費税等　　　　　　　１，７２２千円

 【事業の実績】 
　　 　　　　　 　　（売上件数）　　　　（売上実績） 
　　平成29年度　　３，２６８件　　　１４，５５７千円 
　　平成30年度　　３，９４０件　　　１８，４２６千円 
　　令和元年度　　５，７１７件　　　２３，２１０千円　　　　　　　　　　　　　 
　
 
　
 

款 商工費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 11,317 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 11,317 0 

商工費

目 商工業振興費

補正前額 0 

要求額 11,317 

総務部長段階査定額 11,317 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 11,317 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

経００５ 項　　目　　名 飲食店緊急応援キャンペーン事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）

予算書項目 物産振興事業費 ページ 27 所　　属　　名

経済観光部 
経済・雇用戦略課年度 R2

一般会計 【問合せ先】地域経済係 0857-30-8282 
 
【１０次総の施策体系】2103 
 
【事業の経過及び背景】 
　新型コロナウイルス感染症の影響により、飲食業事業者は売上等に甚大な打撃を被っ
て いる。　 
 
【事業の目的及び効果】　　　　　　　 
　市内飲食店で活用することのできる割増付飲食券発行事業を支援することで、飲食業
事 業者の経営を下支えをするとともに、消費意欲を高め、地域経済の活性化を図る。 
 
【事業の内容】 
　５月臨時補正予算により実施している割増付飲食券発行事業について、第１弾の販売
が大変好評で即日完売となったため、なるべく多くの方に利用していただけるよう、抽
選方式による第１弾の追加発行事業を支援する。 
　●第1弾追加分
　　１．実施主体　一般社団法人鳥取市観光コンベンション協会 
　　２．販売額　　４，０００万円 （８，０００冊、８月末まで利用）
　　３．補助内容　割引部分　１，６００万円（４０％割引） 
　　　　　　　　　事務費分（印刷製本費、広告費等）　４００万円 
　　４．取扱店舗　鳥取市内の飲食店

（参考）　　　　　　　　　　　　 
　・販売額　　第１弾　４，０００万円（８，０００冊、７月末まで利用）
　　　　　　　第２弾　４，０００万円（８，０００冊、９月末まで利用）
　・補助内容　割引部分　第１弾　１，６００万円（４０％割引）
　　　　　　　　　　　　第２弾　　　８００万円（２０％割引）
　　　　　　　事務費　６００万円

款 商工費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 20,000 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 20,000 0 

商工費

目 商工業振興費

補正前額 30,000 

要求額 20,000 

総務部長段階査定額 20,000 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 20,000 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

経００６ 項　　目　　名 公設地方卸売市場事業費特別会計へ繰出（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）

予算書項目 公設地方卸売市場事業費特別会計へ繰出 ページ 27 所　　属　　名

経済観光部 
経済・雇用戦略課年度 R2

一般会計 【問合せ先】市場開拓係 0857-30-8283 
 
【１０次総の施策体系】2103 
 
【事業の経過及び背景】 
　公設地方卸売市場：鳥取市場は、市民の生活基盤である役割を担うことから、市有施
設ではあるが、新型コロナ感染症対策による非常事態宣言の発令後も営業を継続してい
る。 
　しかしながら、卸売業務の対象である市内飲食店や、冠婚葬祭関連の規模縮小によ
り、 取扱量・取扱高が前年対比で減少している状況である。 
 
【事業の目的及び効果】 
　市場土地使用料を、前年対比の売上高に応じて減免を行う。 
　
【事業の内容】 
　減免対象期間：令和２年４月～１２月
　令和２年４月分の使用料より実施。 
　　・前年同月比　　１５％以上減少　　半額免除 
　　・前年同月比　　３０％以上減少　　全額免除
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　

款 商工費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 2,225 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 2,225 0 

他会計繰出

目 公設地方卸売市場事業費特別会計へ繰出

補正前額 0 

要求額 2,225 

総務部長段階査定額 2,225 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 2,225 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

経００７ 項　　目　　名 雇用維持・創出支援事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）

予算書項目 企業誘致促進事業費 ページ 27 所　　属　　名

経済観光部 
企業立地・支援課年度 R2

一般会計 【問合せ先】誘致・振興係 0857-20-3225
 
【１０次総の施策体系】2102 

【事業の経過及び背景】 
　新型コロナウイルス感染症の影響を受け、製造業を含む市内企業では受注が大幅に減
少 し、工場の一時休業や稼働時間削減、交代勤務などにより生産調整を図っている。 

【事業の目的及び効果】 
　新型コロナウイルス感染症の影響による経営危機を乗り越え、終息後も引き続き本市
で事業を継続・発展していくことができるよう、新たな事業に取り組むための投資を、
積極 的に支援する。 
　また、市内製造業において、今後想定される、事業規模の縮小や、国内外の拠点施設
の整理・統合（集約化）の動きの中で、本市に所在する事業所の雇用の維持のために行
う新規事業の取り込みや、事業の移管・再配置等の取り組みを支援する。 

【事業の内容】 
　○鳥取市製造業雇用維持緊急対策事業補助金 
　対 象 者：新型コロナウイルスにより売上高が減少している市内事業者 
　　　　　 （最近３カ月の売上高実績が前年同時期比で20％以上減少していること 。
　　　　　　 ただし、対象事業①及び②については正規従業員数が20人以上、③に つ
　　　　　　 いては正規従業員数が200人以上の事業者に限る） 
　対象事業：① 経営危機を克服して、企業の雇用を維持するため、新たな事業に着手
　　　　　　　 するための投資経費 
　　　　　　② 雇用維持のため、国外・県外で行っていた事業を、市内の事業所に移
 　　　　　　　転するために要する経費 
　　　　　　③ ①又は②の事業に要する経費（新規） 
　補助要件：① 対象経費：1,000万円以上　　補助率：1/3　　補助上限額：5,000万円 
　　　　　　② 対象経費：100万円以上　　　補助率：1/3　　補助上限額：1,000万円 
　　　　　　③ 対象経費：3,000万円以上　　補助率：1/2
　　　　　　（国外・県外からの移転に要する経費は2/3）　　補助上限額：1億円
 
　

款 商工費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 400,000 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 400,000 0 

商工費

目 商工業振興費

補正前額 200,000 

要求額 400,000 

総務部長段階査定額 400,000 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 400,000 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

経００８ 項　　目　　名 企業立地促進補助金（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）

予算書項目 企業誘致促進事業費 ページ 27 所　　属　　名

経済観光部 
企業立地・支援課年度 R2

一般会計 【問合せ先】誘致・振興係 0857-20-3225 

【１０次総の施策体系】2102 

【事業の経過及び背景】 
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、全国に緊急事態宣言が発令された結
果、企業は外出自粛、出勤制限等による働き方の急激な変化を余儀なくされ、在宅勤務
の導入や・オフィスの縮 小移転・地方分散等の検討が進められている。 

【事業の目的及び効果】 
　サテライトオフィス環境としての鳥取の優位性をアピールするとともにオフィスの移
転や新設に要する経 費負担を軽減することで、地方へのオフィス移転の流れを鳥取に取
り込む。 

【事業の内容】 
（新規）鳥取市オフィス移転支援事業補助金（仮称） 
　対象事業：市内のテナント等を賃借し、県外からオフィスを市内に移転又は新設する
　　　　　　事業者 及び移転又は新設を検討している事業者 
　対象経費：① オフィスを本市内に移転又は新設しようと検討している事業者が試験
　　　　　　　 的に 本市内に滞在し、オフィス環境を視察したり鳥取ワークを体験す
               るための経費
　　　　　  ② オフィスを本市内に移転・新設する事業者が賃借するテナント等の改
　　　　　　　 修費及び移転・新設する設備等の移送・購入経費 
　補 助 額：① 補助率：1/2　　補助上限額：1人あたり5万円、1社あたり50万円 
　　　　　　② 補助率：1/2　　補助上限額：1千万円　　　　　　　　　　　　　 
　
 
　
 
　
 
　
 

款 商工費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 30,000 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 30,000 0 

商工費

目 商工業振興費

補正前額 0 

要求額 30,000 

総務部長段階査定額 30,000 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 30,000 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

経００９ 項　　目　　名 国内観光客周遊促進事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）

予算書項目 観光宣伝事業費 ページ 27 所　　属　　名

経済観光部 
観光・ジオパーク推進課年度 R2

一般会計 【問合せ先】観光振興係 0857-30-8292 
 
【１０次総の施策体系】2201 
 
【事業の経過及び背景】 
　国内では外出自粛の段階的緩和方針が示されるなど、観光振興を含む経済活動の再開
に 向けた動きが進んでいる。こうした中、本市の宿泊・飲食施設等の需要回復に向け、
誘客と周遊を促進する必要がある。 
 
【事業の目的及び効果】 
　新型コロナウイルス感染症の影響により急減した観光需要の回復に向け、国内観光客
向け格安周遊タクシーの運行に取り組む交通事業者を支援 するとともに、観光情報を発
信することで観光客の誘客・周遊促進を図る。 
 
【事業内容】 
　１．市内宿泊施設等を出発地とし、主要観光地を巡る格安周遊タクシー1台： 1,000円
　　（3時間以内）の運行経費を支援。 
　　　・運営経費補助（鳥取ハイヤー共同組合への補助） 
　　　（通常運賃9,260円-格安運賃1,000円）×1,488台=12,291千円 
　　　・チラシ等印刷費　163千円 
　２．高速バスを活用した情報発信に要する経費。 
　　　（日ノ丸自動車、日本交通各1台分） 
　　　・ラッピング経費　2,530千円 
　　　・広告料　1,980千円
 
　
 
　
 
　
 
　
 

款 商工費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 16,964 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 16,964 0 

商工費

目 観光費

補正前額 0 

要求額 16,964 

総務部長段階査定額 16,964 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 16,964 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

経０１０ 項　　目　　名 砂の美術館Ｖ字回復推進事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）

予算書項目 観光施設整備事業費 ページ 27 所　　属　　名

経済観光部 
観光・ジオパーク推進課年度 R2

一般会計 【問合せ先】観光政策係 0857-30-8291 
 
【１０次総合の施策体系】2201 
 
【事業の経過及び背景】 
　主要観光施設である砂の美術館は、新型コロナウイルス感染症に伴い開館延期の影響
を受けており、開館後には来館者の回復に向けた取組が必要となる。 
 
【事業の目的及び効果】 
　新型コロナウイルス感染症収束後において、第13期展示のテーマに合わせた集客イベ
ン トを実施し、展示作品の魅力向上と来館者の増加につなげる。 
 
【事業の内容】 
　砂の美術館３Ｄプロジェクションマッピングイベントの実施 
　◆委託先　　鳥取砂丘砂の美術館活性化共同事業体（砂の美術館指定管理者） 
　◆委託料　　１７，５９５千円 
　◆委託内容（内訳） 
　・映像コンテンツ制作及び設営費・・・１０，３９４千円 
　・音響設営費・・・・・・・・・・・・　４，２１６千円 
　・プロモーション経費・・・・・・・・　２，９８５千円
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 

款 商工費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 17,595 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 17,595 0 

商工費

目 観光費

補正前額 0 

要求額 17,595 

総務部長段階査定額 17,595 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 17,595 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

経０１１ 項　　目　　名 観光産業育成支援事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）

予算書項目 観光産業育成支援事業費 ページ 27 所　　属　　名

経済観光部 
観光・ジオパーク推進課年度 R2

一般会計 【問合せ先】観光振興係 0857-30-8292 
 
【１０次総合の施策体系】2201 
 
【事業の経過及び背景】 
　全国的に観光需要の回復に向けた取組が展開される中、競争力の高い観光地づくりを
推 進していくためには、地域の魅力ある資源を再発見し、磨き上げ、観光資源化につな
げてい くことが必要となる。 
 
【事業の目的及び効果】 
　観光需要の回復に向け、観光事業者が実施する地域資源の掘り起こしや磨き上げ等に
資 する事業を支援し、訴求力の高い魅力ある観光コンテンツの造成等を図る。 
　　　　　 
【事業の内容】 
　観光事業者が地域と連携し取組む地域固有の資源を活かした着地型観光コンテンツの
造成等に対する支援 
　・対象経費：歴史や神話、伝統文化など、風土に根ざした固有の資源の掘り起こしや
　 　　　　　　磨き上げ、情報発信、商品開発、受入環境の整備等に係る経費 
　・補助率等：10/10（上限５００万円） 
　・予定件数：２事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　

款 商工費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 10,000 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 10,000 0 

商工費

目 観光費

補正前額 10,000 

要求額 10,000 

総務部長段階査定額 10,000 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 10,000 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 100,000 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 100,000 0 

農業費

目 農業振興費

補正前額 0 

要求額 100,000 

総務部長段階査定額 100,000 

一般会計 【問合せ先】生産振興係 0857-30-8304 
 
【１０次総の施策体制】2104 
 
【事業の経過及び背景】 
　新型コロナウイルス感染症の拡大・長期化により、全国的な消費の落ち込みや労働力
不足が進み、農林水産業では、さらなる収入減少や労働力不足に追い込まれるなどの深
刻な影響が懸念されている。
　農業の省力化や効率化など、経営体質を強化し、ポストコロナ時代の新しい農業の導
入が急務となっている。
　 
【事業の目的及び効果】 
　農業生産者が行う経営コストの一層の削減や作業の省力化等を実現するスマート農業
機器や営農システム等の先進技術の導入に加え、従来の対面型商談販売方式から非対面
型（ＷＥＢ）での新たな販路開拓手法の導入等に取り組む農家を支援することで、ポス
トコロナ時代の新たな農業経営基盤の確立による、本市農業の飛躍を目指す。
 
【事業の内容】 
　スマート農業機器、ＷＥＢ商談のために周辺機器の購入サイト構築費用等の経営効率
向上に資する経費を支援。
　１．対象事業者
　　　耕作地面積１０ａ以上を有する市内の農業者等　１５０人程度
　２．補助率
　　　２／３（補助対象事業費上限１，０００千円）
　３．事業費
　　　１５０，０００千円

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 100,000 0 

農００１ 項　　目　　名 農業経営ジャンプアップ事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）

予算書項目 農業経営ジャンプアップ事業費 ページ 25 所　　属　　名

農林水産部 
農政企画課年度 R2

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 6,500 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 6,500 0 

農業費

目 農業振興費

補正前額 0 

要求額 6,500 

総務部長段階査定額 6,500 

一般会計 【問合せ先】生産振興係 0857-30-8304 
 
【１０次総の施策体制】2104 
 
【事業の経過及び背景】 
　新型コロナウイルス感染症の影響により学生のアルバイトの機会が減少し収 入が減少
するなど、学生の生活の維持に支障が出ている。また、農業の現場では従来から労働力
が不 足しており、繁忙期の人手の確保が大きな課題となっている。 
　 
【事業の目的及び効果】 
　新型コロナウイルス感染症の影響によりアルバイトによる収入が減少した学生と、人
手不足の農業 現場とをマッチングし、学生の生活の維持と農産物の安定生産を図る。ま
た、学生が農業に関わることで、食を支える農業の大切さや魅力を感じてもらうこと
で、農業に対する興味を持ってもらい、新たな担い手の確保につながることを期待す
る。 
 
【事業の内容】 
　農業者が雇う学生のアルバイト代の一部を補助 
 
　学生に支払うアルバイトの時給の限度額は１，２００円とし、学生に実際支払われる
時給から農業者の負担額（時間当たり３５０円）を控除した額を補助する。

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 6,500 0 

農００２ 項　　目　　名 若者応援農の雇用支援事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）

予算書項目 若者応援農の雇用支援事業費 ページ 25 所　　属　　名

農林水産部 
農政企画課年度 R2
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 16,000 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 16,000 0 

林産業費

目 林業振興費

補正前額 0 

要求額 16,000 

総務部長段階査定額 16,000 

一般会計 【問合せ先】林務係 8057-30-8311 
 
【１０次総の施策体系】2104 
 
【事業の経過及び背景】 
　新型コロナウイルスの感染拡大による住宅着工戸数の減少等により、原木の受け入れ
制限が行われており、制限の長期化により林業事業体の経営への影響が懸念される。 
 
【事業の目的及び効果】 
　新型コロナウイルス感染症の影響を克服するため、ロボット技術・ＩＣＴ機器等の先
端技術の導入を行い、作業の省力化や、労働環境の改善等を進め、経営基盤の強化・改
善を目指す林業事業者を支援することで、感染症の影響に左右されない事業体の育成を
図る。 
 
【事業の内容】 
　林業活動への利用が期待されるスマート農業技術カタログ等に掲載されている機器等
の導 入経費への支援 
　１．対象事業者 
　　　市内の林業事業者で、経営継続及び経営基盤の強化を行う者 
　　　２４人程度を想定 
　２．補助率 
　　　２／３（補助対象事業費上限１，０００千円） 
　３．事業費 
　　　２４，０００千円

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 16,000 0 

農００３ 項　　目　　名 林業経営ジャンプアップ事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）

予算書項目 林業経営ジャンプアップ事業費 ページ 25 所　　属　　名

農林水産部 
林務水産課年度 R2

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 16,000 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 16,000 0 

水産業費

目 水産業振興費

補正前額 0 

要求額 16,000 

総務部長段階査定額 16,000 

一般会計 【問合せ先】水産漁港係 0857-30-8312 
 
【１０次総の施策体系】2104 
 
【事業の経過及び背景】 
　新型コロナウイルスの感染拡大による都市部からの需要減少により、高級魚を中心に
魚価が下落しており、魚価低迷の長期化により漁業者の経営への影響が懸念される。 
 
【事業の目的及び効果】 
　新型コロナウイルス感染症の影響を克服するため、ロボット技術・ＩＣＴ機器等の先
端技術の導入を行い、作業の省力化や、労働環境の改善等を進め、経営基盤の強化・改
善を目指す漁業者を支援することで、感染症の影響に左右されない事業者の育成を図
る。
 
【事業の内容】 
　漁業活動への利用が期待されるスマート農業技術カタログ等に掲載されている機器等
の導 入経費への支援 
　１．対象事業者 
　　　市内の漁協組合員で、経営継続及び経営基盤の強化を行う者 
　　　２４人程度を想定 
　２．補助率 
　　　２／３（補助対象事業費上限１，０００千円） 
　３．事業費 
　　　２４，０００千円

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 16,000 0 

農００４ 項　　目　　名 漁業経営ジャンプアップ事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）

予算書項目 漁業経営ジャンプアップ事業費 ページ 25 所　　属　　名

農林水産部 
林務水産課年度 R2

-21-



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 800 0 

その他 0 0 

一般財源 568 諸収入 0 

計 1,368 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,368 0 

災害復旧費

目 農林水産業施設災害復旧費

補正前額 2,427 

要求額 1,368 

総務部長段階査定額 1,368 

一般会計 【問合せ先】林務係 0857-20-3235
 
【１０次総の施策体系】2104 

【事業の経過及び背景】 
　令和２年６月１３～１４日に発生した豪雨により、林道が路肩崩落等の被害を受け、
早急な対応が必要となった。 

【事業の目的及び効果】 
　林道利用者の安全の確保及び林業経営への影響を最小限に抑えるため、早期の災害復
旧を図るもの。 

【事業の内容】 
　被災した林道の災害復旧事業を行う。 

　該当路線　1路線
　・林道中津美線（用瀬町屋住地内）（路肩崩落　L=7ｍ）

款 災害復旧費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

農００５ 項　　目　　名 単独災害復旧費

予算書項目 現年発生災害復旧費 ページ 33 所　　属　　名

農林水産部 
林務水産課年度 R2

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 1,600 0 

その他 270 0 

一般財源 230 諸収入 0 

計 6,000 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 6,000 270 

災害復旧費

目 農林水産業施設災害復旧費

補正前額 1,900 

要求額 6,000 

総務部長段階査定額 6,000 

一般会計 【問合せ先】基盤整備係 0857-30-8317 

【１０次総の施策体系】2104

【事業の経過】 
　令和２年６月１３日～１４日の豪雨により農業用施設が被災を受け、早急な対応が必
要となった。 
 
【事業の目的及び効果】 
　農業経営への影響を最小限に抑えるため、早期の災害復旧を図るもの。
 
【事業の内容】 
　農業用施設１カ所
　・三山口（道路法面崩落L=12ｍ　H=5m）

　※その他財源の負担金は、地元負担金
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 

款 災害復旧費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 3,900 0 

農００６ 項　　目　　名 補助災害復旧費

予算書項目 現年発生災害復旧費 ページ 33 所　　属　　名

農林水産部 
農村整備課年度 R2
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 400 0 

その他 149 0 

一般財源 1,385 諸収入 0 

計 2,980 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 2,980 149 

災害復旧費

目 農林水産業施設災害復旧費

補正前額 2,750 

要求額 2,980 

総務部長段階査定額 2,980 

一般会計 【問合せ先】基盤整備係 0857-30-8317 

【１０次総の施策体系】2104
 
【事業の経過】 
　令和２年６月１３日～１４日の豪雨により農地及び農業用施設が被災を受け、早急な
対応が必要となった。

【事業の目的及び効果】
　農業経営への影響を最小限に抑えるため、早期の災害復旧を図るもの。
 
【事業の内容】 
　〇単独災害復旧事業（起債） 
　　農業用施設　２カ所
　　　・河原町佐貫（水路閉塞　L=9ｍ）
　　　・気高町八束水（水路閉塞　L=5ｍ）　 
 
　〇単独災害復旧事業（鳥取県しっかり守る農林基盤交付金事業） 
　　農地１カ所
　　　・越路（畔崩落　L=5ｍ）
　　農業用施設２カ所
　　　・国府町町屋（石積本体崩落　L=16ｍ W＝2ｍ H=1.5ｍ）
　　　・福部町久志羅（水路閉塞　L=10ｍ W=1.5ｍ H=1.5m）
　　三山口測量設計業務　一式　１,０００千円

　※その他財源の負担金は、地元負担金　　　　　　　　　　　　　　　　 
　
 
　
 
　
 
　

款 災害復旧費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 1,046 0 

農００７ 項　　目　　名 単独災害復旧費

予算書項目 現年発生災害復旧費 ページ 33 所　　属　　名

農林水産部 
農村整備課年度 R2
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

都００１ 項　　目　　名 路線バス運行継続緊急支援事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）

予算書項目 地方バス路線維持対策費 ページ 21 所　　属　　名

都市整備部 
交通政策課年度 R2

一般会計 【問合せ先】交通政策課 0857-30-8326 

【１０次総の施策体系】4202 

【事業の経過及び背景】 
　路線バス事業は、収益率の低い事業であるが、公益性・公共性の高さから、国や地方
自治体による運行補助により、また、高速バスや貸切バス等の収益を基にした事業者の
内部補助により支えられている。しかし、新型コロナウイルス感染症の影響により、路
線バスの利用は大幅に減少し、また、高速バスや貸切バスの収益が著しく減少している
ため、路線バス事業は存続の危機に直面している。

【事業の目的及び効果】
　路線バス事業者を支援することで、市民生活に必要不可欠な生活インフラである路線
バスの維持・存続を図る。

【事業の内容】
　路線バス事業者に対し、事業継続のための奨励金を交付する。
　〇補助対象者
　　路線バス事業者（日ノ丸自動車、日本交通）
　〇補助金額
　　2,000千円/系統（日ノ丸自動車：81系統、日本交通：29系統）
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 220,000 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 220,000 0 

総務管理費

目 交通対策費

補正前額 0 

要求額 220,000 

総務部長段階査定額 220,000 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 220,000 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

都００２ 項　　目　　名 公共交通利用促進支援事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）

予算書項目 公共交通利用促進事業費 ページ 21 所　　属　　名

都市整備部 
交通政策課年度 R2

一般会計 【問合せ先】交通政策課 0857-30-8326 
 
【１０次総の施策体系】4202 

【事業の経過及び背景】
　新型コロナウイルスの影響により、路線バスなどの公共交通の利用が大幅に減少して
いる。今後、市民生活を支える公共交通を維持していくために、利用回復を図るための
取組が必要となっている。

【事業の目的及び効果】
　公共交通の利用回復に資する事業を支援することで、市民生活を支える公共交通の維
持・存続を図る。

【事業の内容】
（１）路線バス等の公共交通の利用回復を図るための事業（公共交通利用促進キャン
     ペーン）に係る経費を支援する。
　　　実施期間：令和2年8月～令和2年11月
　　　内　　容：麒麟のまち圏域の観光スポットを路線バス等で巡るスタンプラリーを
               実施する。
　　　補助金額：5,280千円（補助率10/10）

（２）実施主体
　　　日ノ丸自動車、日本交通、鳥取県バス協会などで組織する団体　　　　　　　　 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 5,280 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 5,280 0 

総務管理費

目 交通対策費

補正前額 0 

要求額 5,280 

総務部長段階査定額 5,280 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 5,280 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

都００３ 項　　目　　名 健康器具系施設整備事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）

予算書項目 公園整備費 ページ 29 所　　属　　名

都市整備部 
都市環境課年度 R2

一般会計 【問合せ先】公園係 0857-30-8344 
 
【１０次総の施策体系】4201 
 
【事業の経過及び背景】 
　新型コロナウイルス感染拡大防止のための３密対策や外出自粛等により、市民の健康
維持・増進が課題として認識されている。 
 
【事業の目的及び効果】 
　屋内施設と比較し、密集・密接の状態になりにくい屋外の公園に、健康器具系 施設を
設置し、市民の活動促進と健康維持増進に寄与することで、健康づくりの取組みを推進
する。 
 
【事業の内容】 
　健康器具系施設設置個所
　・湖山池公園
　・湖山公園
　・秋里１号公園　　　　　　　　　　　　　　　 
　・立川南公園
 　・美保公園
　・気高町浜村砂丘公園
 　・青谷町空浜公園
　・用瀬町運動公園
 　・国府町あおば公園　　　　　　　　　計９公園
　
 
　
 
　
 
　
 
　

款 土木費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 40,000 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 40,000 0 

都市計画費

目 都市公園整備費

補正前額 0 

要求額 40,000 

総務部長段階査定額 40,000 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 40,000 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

都００４ 項　　目　　名 インフラ維持管理プラットフォーム構築事業費（新型コロナウイルス感染症地方創生臨時交付金）

予算書項目 道路管理費 ページ 27 所　　属　　名

都市整備部 
道路課年度 R2

一般会計 【問合せ先】管理係、維持第一係、維持第二係 0857-30-8351 
 
【１０次総の施策体系】4201 
 
【事業の経過及び背景】 
　自治会からの道路・河川等 の破損情報の通報のやり方について、感染のリスクの削減
を目的としたデジタル化による 新しいスキームを構築する。 
 
【事業の目的及び効果】 
　通報受信のデジタル化により、インフラの不具合について、市民が職員と直接会わな
くても、破損状況の写真・位置情報を地図上で分 かりやすく通報することが可能とな
り、進捗状況についても即時に確認できるシステムを構築す ることで、新型コロナウィ
ルス感染症拡大の防止を図る。 
 
【事業の内容】 
　インフラ破損情報　自治会通報システム構築 
　災害情報共有システム連携機能追加 
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　

款 土木費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 10,803 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 10,803 0 

道路橋梁費

目 道路維持費

補正前額 0 

要求額 10,803 

総務部長段階査定額 10,803 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 10,803 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

都００５ 項　　目　　名 単独災害復旧費

予算書項目 現年発生災害復旧費 ページ 33 所　　属　　名

都市整備部 
道路課年度 R2

一般会計 【問合せ先】維持第１係 0857-30-8351 
 
【１０次総の施策体系】4201 
 
【事業の経過及び背景】 
　令和２年６月１３日～１４日の豪雨により被災した市道を公共土木災害復旧事業（単 
独事業）により復旧する。 
 
【事業の目的及び効果】 
　早期の復旧により速やかに適切な交通開放を行う。 
 
【事業の内容】 
　被害箇所　５路線 ５箇所
            ・市道岩坪８号線　　（岩坪地内）
　　　　　　・市道小河内新田線　（河原町小河内地内）
　　　　　　・市道中ノ谷線　　　（佐治町葛谷地内）
　　　　　　・市道東山線　　　　（青谷町青谷地内）
　　　　　　・市道谷田イササ原線（青谷町長和瀬地内）
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 

款 災害復旧費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 3,394 0 

災害復旧費

目 公共土木災害復旧費

補正前額 3,000 

要求額 3,394 

総務部長段階査定額 3,394 

地方債 3,300 0 

その他 0 0 

一般財源 94 諸収入 0 

計 3,394 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教００１ 項　　目　　名 学校施設環境整備事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）

予算書項目 学校施設環境整備事業費 ページ 29 所　　属　　名

教育委員会事務局 
教育総務課年度 R2

一般会計 【問合せ先】総務係 0857-30-8403 
 
【１０次総の施策体系】1102 
 
【事業の経過及び背景】 
　新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた学校教育活動の実施にあたっては、感染
防 止対策を実施したうえで、教育活動の充実を図り、子どもたちの健やかな学びの保障
に努めることが必要である。 
　５月４日の新型コロナウイルス感染症対策専門家会議では「新しい生活様式」が提 言
され、学校生活においても体温測定や健康チェック、換気の徹底等を図りながら感染を
予防する新しい生活様式に対応していく必要がある。
 
【事業の目的及び効果】 
　各小・中・義務教育学校に、瞬時に多くの人を検温することができるサーモグラフィ
カメラを整 備するとともに、教室を効率的に換気するためのサーキュレーターを設置
し、児童生徒の健康管理や感染予防の強化・徹底を図る。 
 
【事業の内容】 
　①サーマルカメラ整備 
　　・AIサーマルカメラ一式　　　４６箇所 
　　・タブレット式カメラ　　　　１１箇所 
　②サーキュレーター　　　１，３６８箇所

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 62,020 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 62,020 0 

教育総務費

目 教育振興費

補正前額 0 

要求額 62,020 

総務部長段階査定額 62,020 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 62,020 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教００２ 項　　目　　名 放課後児童対策事業費（新型コロナウイルス感染症対策）

予算書項目 放課後児童対策事業費 ページ 23 所　　属　　名

教育委員会事務局 
学校教育課年度 R2

一般会計 【問合せ先】学務係 0857-30-8411 
 
【１０次総の施策体系】1201 
 
【事業の経過及び背景】 
　新型コロナウイルス感染予防対策として、マスクや消毒液等の衛生用品を追加配備
し、放課後 児童クラブの衛生管理、児童・支援員等の感染症予防に努める。 
 
【事業の内容】 
　児童クラブ数　７１クラブ
　　〇マスク、手指消毒用アルコール等の購入　　２５，３４８千円
　　〇ウイルス除去対策等機器の購入　　　　　　　６，８１９千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合計　　３２，１６７千円
　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 32,167 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 32,167 0 

児童福祉費

目 児童福祉総務費

補正前額 2,833 

要求額 32,167 

総務部長段階査定額 32,167 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 32,167 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教００３ 項　　目　　名 児童生徒こころのサポート事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）

予算書項目 児童生徒支援事業費 ページ 29 所　　属　　名

教育委員会事務局 
学校教育課年度 R2

一般会計 【問合せ先】児童生徒支援係 0857-25-3060 
 
【１０次総の施策体系】1201 
 
【事業の経過及び背景】 
　新型コロナウイルス感染症により例年と違った「新しい生活様式」での学校生活とな
り、ストレスや悩みを抱える児童生徒が増えている。
 
【事業の目的及び効果】 
　児童生徒相談員の配置校を増やし、より丁寧に児童生徒の変化をとらえ、その悩みや
不安に早期に対応できるよう支援体制を充実させる。 
 
【事業の内容】 
　児童生徒相談員の増員　５名
　　人件費　５，５７８千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 5,578 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 5,578 0 

教育総務費

目 教育振興費

補正前額 0 

要求額 5,578 

総務部長段階査定額 5,578 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 5,578 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教００４ 項　　目　　名 修学旅行の計画変更に伴う支援事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）

予算書項目 学校の臨時休業に伴う学習等支援事業費 ページ 29 所　　属　　名

教育委員会事務局 
学校教育課年度 R2

一般会計 【問合せ先】指導係 0857-30-8412

【１０次総の施策体系】1201

【事業の経過及び背景】
　新型コロナウイルス感染症対策のため、修学旅行の延期がおこなわれている。当初予
定していた行き先の変更や、学習内容の変更等に係るキャンセル料などが発生し、保護
者への経済的な負担が発生している。

【事業の目的及び効果】
　修学旅行の延期や変更等により発生した、キャンセル料に対して支援をおこなうこと
で、保護者の経済的な負担軽減を図ることができる。

【事業の内容】
　対象児童生徒数
　　小学校(６年生)・義務教育学校(６年生)　１，５２６人
　　中学校(３年生)・義務教育学校(９年生)　１，４８８人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 16,563 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 16,563 0 

教育総務費

目 教育振興費

補正前額 0 

要求額 16,563 

総務部長段階査定額 16,563 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 16,563 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教００５ 項　　目　　名 放課後子ども教室推進事業費（新型コロナウイルス感染症対策）

予算書項目 放課後子ども教室推進事業費 ページ 29 所　　属　　名

教育委員会事務局 
学校教育課年度 R2

一般会計 【問合せ先】学務係 0857-30-8411 
 
【１０次総の施策体系】1201 
 
【事業の目的及び効果】 
　新型コロナウイルス感染予防対策として、マスクや消毒液等の衛生用品を追加配備
し、子ど も教室内の衛生管理、児童・支援員等の感染予防に努める。 
 
【事業の内容】 
　子ども教室　３教室（東郷、明治、久松）
　　〇マスク、手指消毒用アルコール等の購入　　　　　　　４５３千円
　　〇ウイルス除去対策等機器の購入　　　　　　　　　　　２８９千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合計　　７４２千円
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 247 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 742 0 

社会教育費

目 社会教育活動費

補正前額 122 

要求額 742 

総務部長段階査定額 742 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 495 諸収入 0 

計 742 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教００６ 項　　目　　名 衛生管理費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）

予算書項目 衛生管理費 ページ 31 所　　属　　名

教育委員会事務局 
学校保健給食課年度 R2

一般会計 【問合せ先】学校保健・支援係 0857-30-8416 

【１０次総の施策体系】1102 

【事業の経過及び背景】 
　新型コロナウイルス感染は、急速に全世界に拡大している。新型インフルエンザ等対
策特措法に基づく緊急事態宣言解除後も、全国的には新規感染者が発生しており、警戒
が必要な状況にある。
　このため、学校における感染防止のための衛生面での対応が引き続き必要となってい
る。 

【事業の目的及び効果】 
　新型コロナウイルスの感染予防を徹底することにより、使用量の増加が見込まれる手
指消毒用アルコール、液体せっけん、フェイスシールド等の衛生用品を学校に追加配備
するもの。
 
【事業の内容】 
　①詰替用手指消毒用アルコール液　2,152本
　②次亜塩素酸ナトリウム溶液　57本
　③詰替用液体石けん　842本
　④フェイスシールド　1,350枚 
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 9,974 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 9,974 0 

保健体育費

目 学校保健費

補正前額 14,790 

要求額 9,974 

総務部長段階査定額 9,974 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 9,974 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教００７ 項　　目　　名 給食センター熱中症対策整備費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）

予算書項目 給食センター整備費 ページ 31 所　　属　　名

教育委員会事務局 
学校保健給食課年度 R2

一般会計 【問合せ先】学校給食係 0857-30-8417 

【１０次総の施策体系】1102 

【事業の経過及び背景】 
　令和２年度夏季休業日の短縮に伴い、従来は夏季休業期間であった７月２７日から３
１日の間、学校給 食の提供を行うこととした。 

【事業の目的及び効果】 
　学校給食センター調理員の熱中症対策のため、調理場にスポットクーラーの設置等を
行う。 

【事業の内容】 
  ①スポットクーラー購入　全８センター　１１台 
  ②エアコン設置　　　　　鹿野センター 　　１台
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 5,131 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 5,131 0 

保健体育費

目 学校給食費

補正前額 0 

要求額 5,131 

総務部長段階査定額 5,131 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 5,131 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教００８ 項　　目　　名 安全・安心な環境づくり事業費（さじアストロパーク）（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）

予算書項目 さじアストロパーク運営管理費 ページ 31 所　　属　　名

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 R2

一般会計 【問合せ先】生涯学習係　0857-30-8426 
 
【１０次総の施策体系】1101 
 
【事業の経過及び背景】
　さじアストロパークにおいて、多くの来館者が安全・安心に利用いただく環境を提供
するために、「新しい生活様式」を実践しながら、新型コロナウイルス感染症拡大防止
対策に取り組むことが必要となっている。

【事業の目的・効果】
　１．密閉となりやすい天文台の換気機能を向上し、観察会やプラネタリウムの定員を
　　　増やすことで団体利用の受け入れ態勢を整える。
　２．入館時に３密及び接触を避けながら、検温をスムーズに実施する。

【事業の内容】
　１．換気システムの導入
　　　〇換気設備の設置（プラネタリウム室、大型望遠鏡観測室）
　　　〇外気受入吸入口の設置（１階ロビー）

　２．タブレット式体温計測カメラ　　１台　　　　 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 3,109 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 3,109 0 

社会教育費

目 社会教育施設管理費

補正前額 0 

要求額 3,109 

総務部長段階査定額 3,109 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 3,109 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教００９ 項　　目　　名 スポーツイベント再開支援事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）

予算書項目 市民体育祭開催費 ページ 31 所　　属　　名

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 R2

一般会計 【問合せ先】スポーツ振興係 0857-30-8427 
 
【１０次総の施策体系】1103 
 
【事業の経過及び背景】
　新型コロナウイルス感染症による緊急事態宣言後においても、新しい生活様式が示さ
れる中、各業界で日常生活の再開に向けた取り組みが進められている。スポーツ活動及
びスポーツ大会においても運営マニュアルやイベントガイドラインが示され、スポーツ
大会再開の機運が高まりつつある。

【事業の目的及び効果】 
　大会開催に当たっては徹底した感染防止策が条件であるが、主催者にとって感染防止
に向けた衛生用品（体温計、アクリルパーテーション等）の整備が負担となっている。
市体育協会主催スポーツイベントや、各種団体主催のスポーツ大会が安全・安心に開催
できる環境づくりを支援し、大会主催者の負担軽減を図り、市民のスポーツ活動の再開
に繋げる。

【事業の内容】
　市体育協会に対する衛生用品の購入支援
　　〇タブレット式体温計測カメラ　３台
　　〇非接触型体温計　１０本
　　〇飛沫感染防止パーテーション　１０式
　　〇フェイスシールド　１００枚　　　等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　
 
　
 
　
 
　
 
　

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 1,200 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,200 0 

保健体育費

目 体育振興費

補正前額 0 

要求額 1,200 

総務部長段階査定額 1,200 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 1,200 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教０１０ 項　　目　　名 ガイナーレ鳥取Ｇｏ！Ｇｏ！Ｇｏ！応援事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）

予算書項目 ガイナーレ鳥取力向上事業費 ページ 31 所　　属　　名

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 R2

一般会計 【問合せ先】スポーツ振興係 0857-30-8427 

【１０次総の施策体系】1103
 
【事業の経過及び背景】
　緊急事態宣言以降、外出を控える傾向にある市民が多く、スポーツ活動も疎遠になり
つつある。スポーツを楽しみ、スポーツに取り組む機運を醸成していくため、市民が集
いスポーツに触れる機会をつくる必要がある。

【事業の目的及び効果】 
　スポーツ観戦を通じて地域の元気を取り戻し、交流人口を増加させるため、地元のプ
ロサッカーチームであるガイナーレ鳥 取のホームゲームへの集客を図り、スポーツの機
運を盛り上げる。また来場者の３密を避けるためソーシャルディスタンスを促すステッ
カーを座席に貼り、安全・安心に観戦していただく環境を整える。 
 
【事業の内容】 
　鳥取市ホームタウンデーにおける、「ガイナーレ鳥取Ｇｏ！Ｇｏ！Ｇｏ！応援事業」
　　〇市民（保護者等）に対する無料入場券の配布（555人分）
　　〇ＰＲ経費
　　〇ソーシャルディスタンスステッカー（10,000枚）
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 1,934 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,934 0 

保健体育費

目 体育振興費

補正前額 0 

要求額 1,934 

総務部長段階査定額 1,934 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 1,934 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教０１１ 項　　目　　名 安全・安心な環境づくり事業費（文化財・博物館等施設）（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）

予算書項目 文化財・博物館等施設管理費 ページ 29 所　　属　　名

教育委員会事務局 
文化財課年度 R2

一般会計 【問合せ先】保存整備係 0857-30-8421

【１０次総の施策体系】3302

【事業の経過及び背景】
　市民の健康的な生活を維持するため、「新しい生活様式」を定着させるとともに、安
全な施設の利用環境の整備を図ることが必要となっている。仁風閣は年間約４万人、鳥
取市歴史博物館・因幡万葉歴史館（日本遺産拠点施設）はそれぞれ年間３万人を超える
入館者があり、県内外からの不特定多数の団体客の利用も見込んでいる。

【事業の目的・効果】
　施設での感染拡大を防止するためタブレット式体温計測カメラを導入し、施設利用者
の体温測定を瞬時に行うことで入退管理を円滑にするとともに、空気清浄機を設置し、
利用者等が安全・安心に施設利用出来る環境整備を図る。

【事業の内容】
　・タブレット式体温計測カメラ　（仁風閣、鳥取市歴史博物館、因幡万葉歴史館）
 　・加湿機能付空気清浄機　  　　（仁風閣）
　
　
 
　
 
　
 
　
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　
 
　
 
　

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 1,055 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,055 0 

社会教育費

目 文化財保護費

補正前額 0 

要求額 1,055 

総務部長段階査定額 1,055 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 1,055 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 △ 10,000 諸収入 0 

計 △ 10,000 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 △ 10,000 0 

議会費

目 議会費

補正前額 13,306 

要求額 △ 10,000 

総務部長段階査定額 △ 10,000 

一般会計 【問合せ先】庶務係 0857-30-8442 

【１０次総の施策体系】5101 　 

【事業の経過及び背景】 
　議員による行政視察、姉妹都市交流、全国市議会議長会各種会議等の旅費や、市政概
要の作成費等、内容を精査しながら予算を計上している。 
　しかしながら、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため他都市への移動を自
粛することとなり、行政視察等の実施、各種会議への参加が困難となった。

【事業の目的及び効果】 
　市議会議員の市政に対する調査研究を行い、議員の資質向上に努めるとともに、それ 
により市政推進に貢献しようとするものである。 

【事業の内容】 
　新型コロナウイルス感染症対策事業の財源として活用するため、委員会視察等を中止
したことによる旅費の減
　　（内訳）委員会等の行政視察に係る旅費　　　　9,072千円 
　　　　　　各種会議、姉妹都市交流に係る旅費　　  928千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 

款 議会費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

各種００１ 項　　目　　名 調査研究費

予算書項目 調査研究費 ページ 19 所　　属　　名

市議会事務局 
年度 R2
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